
○法人税関係

手続名 帳票名

為替予約差額の一括計上の方法の届出 外貨建資産等の期末換算方法等の届出書
為替予約差額の一括計上の方法の変更承認申請 外貨建資産等の期末換算方法等の変更承認申請書
外貨建資産等の期末換算方法の届出 外貨建資産等の期末換算方法等の届出書
外貨建資産等の期末換算方法の変更承認申請 外貨建資産等の期末換算方法等の変更承認申請書
外国普通法人となった旨の届出 外国普通法人となった旨の届出書
継続等の場合の所得税額等の還付請求 継続等の場合の所得税額等の還付請求書
欠損金の繰戻しによる還付請求(令和４年４月１日前開
始事業年度等分)

欠損金の繰戻しによる還付請求書(令和4年4月1日前開
始事業年度等分)

欠損金の繰戻しによる還付請求(令和４年４月１日以後
開始事業年度分)

欠損金の繰戻しによる還付請求書(令和4年4月1日以後
開始事業年度分)

欠損金の繰戻しによる還付請求(令和４年４月１日以後
開始事業年度分)

令和2年改正法附則第35条第2項の適用を受ける場合の
還付所得事業年度の所得金額とされる金額及び法人税
額とされる金額に関する明細書

欠損金の繰戻しによる還付請求（外国法人用） 欠損金の繰戻しによる還付請求書(外国法人用)
減価償却資産の償却方法の届出 減価償却資産の償却方法の届出書
減価償却資産の償却方法の変更承認申請 減価償却資産の償却方法の変更承認申請書
公益法人等の損益計算書等の提出 公益法人等の損益計算書等の提出書
事業年度の届出(会計期間の定めがない法人が会計期間
を定めた場合)

異動届出書

事業年度等を変更した場合等の届出(資本金額等の異
動、商号の変更、代表者の変更、事業目的の変更、会
社の合併、会社の分割による事業の譲渡若しくは譲受
け、会社の解散・清算結了、支店、工場等の異動等を
含む。)

異動届出書

取替法の採用承認申請 取替法採用承認申請書
収益事業開始等届出(外国法人である公益法人等又は人
格のない社団等)

収益事業開始等届出書

収益事業開始等届出(内国法人である公益法人等又は人
格のない社団等)

収益事業開始等届出書

定款の定め等による申告期限の延⻑の特例の取りやめ
の届出

定款の定め等による申告期限の延⻑の特例の取りやめ
の届出書

定款の定め等による申告期限の延⻑の特例の申請 定款の定め等による申告期限の延⻑の特例の申請書
申告期限の延⻑申請 申告期限の延⻑申請書
⻘⾊の取りやめ届出 ⻘⾊申告の取りやめの届出書
⻘⾊申告の承認申請 ⻘⾊申告の承認申請書
特定の資産の買換えの場合の課税の特例の適用に関す
る届出

特定の資産の買換えの場合の課税の特例の適用に関す
る届出書

増加償却の届出 増加償却の届出書
耐用年数の短縮の承認申請 耐用年数の短縮の承認申請書
耐用年数の短縮の承認申請 承認を受けようとする使用可能期間及び未経過使用可

能期間の算定の明細書



○法人税関係

手続名 帳票名

棚卸資産の特別な評価方法の承認が取り消された場合
の評価方法の届出

棚卸資産の評価方法の届出書

棚卸資産の特別な評価方法の承認申請 棚卸資産の特別な評価方法の承認申請書
棚卸資産の評価方法の届出 棚卸資産の評価方法の届出書
棚卸資産の評価方法の変更承認申請 棚卸資産の評価方法・短期売買商品等の一単位当たり

の帳簿価額の算出方法・特定譲渡制限付暗号資産の評
価方法・有価証券の一単位当たりの帳簿価額の算出方
法の変更承認申請書

有価証券の一単位当たりの帳簿価額の算出方法の変更
承認申請

棚卸資産の評価方法・短期売買商品等の一単位当たり
の帳簿価額の算出方法・特定譲渡制限付暗号資産の評
価方法・有価証券の一単位当たりの帳簿価額の算出方
法の変更承認申請書

短期売買商品等の一単位当たりの帳簿価額の算出方法
の変更承認申請

棚卸資産の評価方法・短期売買商品等の一単位当たり
の帳簿価額の算出方法・特定譲渡制限付暗号資産の評
価方法・有価証券の一単位当たりの帳簿価額の算出方
法の変更承認申請書

特定譲渡制限付暗号資産の評価方法の変更承認申請 棚卸資産の評価方法・短期売買商品等の一単位当たり
の帳簿価額の算出方法・特定譲渡制限付暗号資産の評
価方法・有価証券の一単位当たりの帳簿価額の算出方
法の変更承認申請書

帳簿書類の記載事項等の省略承認申請 帳簿書類の記載事項等の省略承認申請書
特定の資産の買換えの場合における特別勘定の設定期
間延⻑承認申請

特定の資産の買換えの場合における特別勘定の設定期
間延⻑承認申請書

特別な償却方法の承認が取り消された場合の償却方法
の届出

減価償却資産の償却方法の届出書

特別な償却方法の承認申請 特別な償却方法の承認申請書
特別な償却率の認定申請 特別な償却率の認定申請書
特別修繕費の金額等の認定申請 特別修繕費の金額の認定申請書
特別修繕費の金額等の認定申請 特別修繕費の金額の認定申請に関する付表
納税地の異動の届出 異動届出書
売上に関する帳簿の記載事項の省略承認申請 売上に関する帳簿の記載事項の省略承認申請書
法人設立届出 法人設立届出書
有価証券の一単位当たりの帳簿価額の算出方法の届出 有価証券の一単位当たりの帳簿価額の算出方法の届出

書
更正の請求(単体申告用)(平成30年4月1日前終了事業年
度分)

更正の請求書(単体申告用)(平成30年4月1日前終了事業
年度分)

更正の請求(単体申告用)(平成30年4月1日から平成31年
3月31日までに終了した事業年度分)

更正の請求書(単体申告用)(平成30年4月1日から平成31
年3月31日までに終了した事業年度分)

更正の請求(単体申告用)(平成31年4月1日以後終了令和
4年4月1日前開始事業年度等分)

更正の請求書(単体申告用)(平成31年4月1日以後終了令
和4年4月1日前開始事業年度等分)



○法人税関係

手続名 帳票名

更正の請求(令和4年4月1日以後開始令和5年4月1日前
終了事業年度分)

更正の請求書(令和４年４月１日以後開始令和５年４月
１日前終了事業年度分)

更正の請求(令和５年４月１日以後終了事業年度分) 更正の請求書(令和5年4月1日以後終了事業年度分)
更正の請求(外国法人用)(平成31年4月1日前終了事業年
度分)

更正の請求書（外国法人用)(平成31年4月1日前終了事
業年度分）

更正の請求(外国法人用)(平成31年4月1日以後終了事業
年度分)

更正の請求書（外国法人用)(平成31年4月1日以後終了
事業年度分）

更正の請求(外国法人用)（令和５年４月１日以後終了
事業年度分）

更正の請求書(外国法人用)（令和５年４月１日以後終
了事業年度分）

事前確定届出給与に関する届出 事前確定届出給与に関する届出書
事前確定届出給与に関する届出 付表1(事前確定届出給与等の状況(金銭交付用))
事前確定届出給与に関する届出 付表2(事前確定届出給与等の状況(株式等交付用))
事前確定届出給与に関する変更届出 事前確定届出給与に関する変更届出書
事前確定届出給与に関する変更届出 付表（変更後の事前確定届出給与等の状況）
震災損失の繰戻しによる還付請求(東日本大震災関係) 震災損失の繰戻しによる還付請求書
震災損失の繰戻しによる還付請求(東日本大震災関係) 繰戻対象震災損失金額に関する明細書
災害損失の繰戻しによる還付請求(令和4年4月1日前開
始事業年度等分)

災害損失の繰戻しによる還付請求書(令和４年４月１日
前開始事業年度等分)

災害損失の繰戻しによる還付請求(令和4年4月1日前開
始事業年度等分)

通算法人以外の法人の災害損失欠損金額に関する明細
書

災害損失の繰戻しによる還付請求(令和4年4月1日以後
開始事業年度分)

災害損失の繰戻しによる還付請求書(令和４年４月１日
以後開始事業年度分)

災害損失の繰戻しによる還付請求(令和4年4月1日以後
開始事業年度分)

通算法人の繰戻しの対象となる災害損失欠損金額とさ
れる金額に関する明細書

災害損失の繰戻しによる還付請求(令和4年4月1日以後
開始事業年度分)

令和２年改正法附則第35条第２項の適用を受ける場合
の還付所得事業年度の所得金額とされる金額及び法人
税額とされる金額に関する明細書

災害損失の繰戻しによる還付請求(令和4年4月1日以後
開始事業年度分)

通算法人以外の法人の災害損失欠損金額に関する明細
書

災害損失の繰戻しによる還付請求(外国法人用) 災害損失の繰戻しによる還付請求書(外国法人用)
災害損失の繰戻しによる還付請求(外国法人用) 災害損失欠損金額に関する明細書(外国法人用)
災害損失特別勘定の益金算⼊時期の延⻑確認申請(東日
本大震災関係)

災害損失特別勘定の益金算⼊時期の延⻑確認申請書

先行取得資産に係る買換えの特例の適用に関する届出
(東日本大震災関係)

先行取得資産に係る買換えの特例の適用に関する届出
書(旧震災特例法19)

特定の資産の買換えの場合における特別勘定の設定期
間延⻑承認申請(東日本大震災関係)

特定の資産の買換えの場合における特別勘定の設定期
間延⻑承認申請書(旧震災特例法20)

e-Taxによる申告の特例に係る届出(法人税) e-Taxによる申告の特例に係る届出書
e-Taxによる申告の特例の適用がなくなった旨の届出
(法人税)

e-Taxによる申告の特例の適用がなくなった旨の届出書

e-Taxによる申告が困難である場合の特例の申請・e-
Taxによる申告が困難である場合の特例の取りやめの届
出(法人税)

e-Taxによる申告が困難である場合の特例の申請書・e-
Taxによる申告が困難である場合の特例の取りやめの届
出書


